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１．はじめに
　本小稿では、横浜産業学の特徴と視座を再検討することを目標にしたい。
直接的な機会となったのは、龍谷大学・京都産業学センター開設15周年
記念シンポジウム「地域産業研究の課題――京都産業学は地域産業（研究）
に貢献できたか――」（2017年10月28日）であり、筆者自身が「地域産業
と地域産業学――横浜（産業学）からみた京都産業学――」というテーマ
で報告を求められ、あわせてパネル・ディスカッションのパネラーとして
参加したことにある。
　シンポジウムでは岡田知弘京都大学教授の基調講演「地域産業研究の可
能性」、小倉悟日本政策金融金庫京都支店国民生活事業統括の「創業支援
の立場から見た京都の中小企業の特徴」、白須正龍谷大学教授の「大学が
京都産業を研究する意義」と私の合計３つの報告、そのあとの細川進龍谷
大学教授の司会で進められたこれら４名によるパネル・ディスカッション
が行われている。
　本稿は報告とパネル・ディスカッションのなかの私自身の発言をもとに
して作成されており、横浜産業学に関する私の提案や現状認識を手始めに
して、京都産業学を意識しつつ横浜産業学の特徴と視座を検討する。
　とくにわが国では、大都市圏を除く地域――“地方”または“農山漁村
地域”ともいう――の衰退が進むなかで地域産業学の貢献が求められてい
るが、大都市・横浜にも地域産業学の構築と発展が必要であると考えてい
る。
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２．「横浜産業学」の「横浜学」からの分離
　私の横浜学へのかかわりは市政100年や横浜博覧会などが行われた1990
年前後からスタートとしている。ここではその間とその後の事情や関心に
ついては述べずに、地域学、地元学、都市研究としての横浜学から横浜産
業学を自立・分化させようとした経緯だけを明らかにしたい。
　「横浜産業学」（Yokohama Business Studies）という言葉は、龍谷大学経
営学部が大学院改革の一環として2002年に京都産業学センターを設立し、
そのセンターが使用した「京都産業学」（Kyoto Business Studies）に倣って
2006年につくっている。私は平成17（2005）年度に横浜市立大学研究戦
略プロジェクト事業「21世紀横浜の産業発展戦略」に関する報告書として
『横浜産業学の提唱』（Ａ４判54頁）を作成している。それは「第１部　
横浜産業学の提唱」、「第２部　横浜における“モノづくり再生”の実験―
―HAMAWAZAを事例にして――」、「第３部　YOKOHAMA STANDARD 
of CSR（横浜版CSR）の提案」で構成されている。
　第１部は、当時の私の学部ゼミナールの学生たちが毎年１回社会への出
前ゼミとして開催していたYES（ヨコハマ・エキサイティング・セミナー、
2006年１月）の第16回「産業創造都市ヨコハマのビジョン」で述べたも
のである。そして、第２部は、前述のプロジェクト事業で製造業（モノづ
くり系）を担当した成果であり、私は異業種交流会であるHAMAWAZAの
代表者として、その活動を述べている。
　さらに、第３部は学部ゼミ生であった海野博宣君、酒井広君によって作
成されたヨコハマ版CSRの診断書であり、横浜青年会議所主催の第19回横
浜経済人会議で発表されたものである。この作成には当時大学院生、研究
生であった吉成亮愛知工業大学経営学部教授、奈良堂史関東学院大学高等
教育研究開発センター准教授、木村有里杏林大学総合政策学部教授が支援
している。
　この報告書の第１部で初めて使用した言葉が「横浜産業学」であり、京都
産業学から４年後のことであった。京都産業学には専任の研究員はいないが、
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経営学部の教員スタッフが関与しており、研究会の開催や年１回の研究雑誌
の発行などを中心にして、これまでに多くの研究成果を生みだし、大学院教
育にもその成果を反映させてきた。それに対して、横浜産業学は残念なこと
であるが私の力不足もあって、名称さえいまだに定着しているとはいえない。
　京都産業学の任務は、センター開設の起案書（2001年）によると、京
都産業を外在的だけでなく内在的に学ぶとともに、領域的には個別企業の
ケース、個別産業のケース、京都全体の産業政策のケース、３つの分野が
イメージされている。横浜産業学も基本的にこの立場を継承している。
　もっとも、両者にちがいがあるとすれば、横浜産業学では「横浜の企業
や産業をサポートする」という任務を追加し、強調していることである。
この助言・支援の重視については、これを実施することで横浜の産業力の
強化を図りたいという思いがあった。
　横浜は、都市の規模でみると人口で東京に次ぐ第２位の都市である。し
かし、産業力の面では巨大な東京は別にして、横浜に比べて人口の少ない
大阪や名古屋よりも産業力が低いと思われていたからである。
　横浜は1960年代以降、急激な人口流入により東京のベッドタウン、住
宅都市に変化している。「ミナト・ヨコハマ」は「丘のマチ」に変容し、
昼は東京で働き夜には横浜に戻ってくることにより、よくいわれた昼夜間
人口の差が大きくなる。この差を埋めて昼夜間人口の均衡を図るために横
浜市内で働く場の創出が必要であるということも理由のひとつになって、
MM（みなとみらい）21地区の開発が行われてきた。
　MM21の開発には各種のねらいがあるが、なかでも「雇用創出の場」も
重要な目標である。のちにも述べるが、横浜にとって近接する東京との関
係をどのように考えるかは重要な課題であり、横浜産業学の目標は都市の
規模と産業力のバランスをとるべく、産業力を発展・強化して市民生活を
充実させるというものであった。
　そして、「横浜の企業や産業をサポートする」という任務がこの産業力
の発展・強化に結びつくものと考えた。つまり、人口第２位にふさわしい
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産業力づくりを検討し、提案することが横浜産業学のねらいなのである。
　京都産業学の研究成果を評価することは、現在の私には正直なところで
きない。しかし、新たな研究分野を開拓しようという京都産業学に導かれ
て、横浜産業学を横浜学から分離していこうと考えていたことだけをここ
では確認しておく。
３．横浜産業の現状認識
　それでは、横浜産業の現状を総括的にどのように認識したらよいのであ
ろうか。そして、この認識は、横浜産業学の特徴を明らかにすることにつ
ながるであろう。
（１）東京との関係性――依存か、自立化か、それとも一体化か――
　横浜産業を考えるとき、東京との関係をどのように捉えるかが大きな
テーマになってきた。大阪市、名古屋市、北九州市、京都市、隣接の川崎
市などといった日本の代表的な都市との関係について関心が低かったのに
対して、東京との関係については異常に高かったといってよい。
　それ自体、横浜が東京に依存してきたことを示しているが、他方で東京
から自立すべきであるという主張も多く見られてきた。明治維新後に国際
港都として独自の発展を遂げてきた横浜ではあるが、横浜はつねに首都・
東京を意識せざるをえなかった。
　横浜市長であった細郷道一が1980年代中頃に講演会で、横浜は東京と
いう「大だんなの糟糠の妻」であると述べたと聞いたことがある。この表
現が適切であったかどうかは疑問がないとはいえないが、横浜が東京を支
え、そのために苦労してきたという見方はそれほどまちがっていないよう
に思われる。それは、横浜が東京に従属し、犠牲を払ってきたというイメー
ジを与えてきた。
　その意味からすれば、地域としての自立化への志向は、このような依存
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や従属に対する反発や「横浜らしさ」という独自性と個性を重視する主張
から生じている。つまり、このような東京依存をなんとか改善しようとい
う主張が現われたとしても、それはなんら不思議なことではない。
　かつて私は横浜市役所の多くの委員会に関与したが、その場でよく聞い
た印象的な言葉に「横浜らしさ」というものがあった。その意味を明確に
するのはむずかしい。だが、それはおおむね国際港都として独自の発展を
遂げてきた横浜の特徴をイメージしていたように思われる。
　しかしながら、それ以上のインプリケーションがこの言葉にはあったの
かもしれない。それは東京を意識した場合の横浜の“良さ”といったもの
をみつけたいという思いである。東京にはない良さを発見できれば、それ
が地域としての横浜の自立性を示すことは明らかである。
　ところで、このような依存か、自立化かという議論を越えて、「一体化」
という主張もある。東京の膨張は神奈川県だけでなく埼玉県、千葉県など
の周辺の地域にも波及し、その結果として「東京首都圏」といった考え方
が登場してきた。
　それは、いわゆる「広域的」な見方であり、それによると横浜は川崎市
とともに東京首都圏の西部に位置することになる。この見方は現実的であ
り、それほどまちがっていないが、横浜がもってきた地域の特性が無視さ
れてしまうおそれがある。
　さて、1980年代末にそごう百貨店が横浜駅東口にオープンしたが、そ
のときのキャッチフレーズは“ストップ・ザ・トウキョウ”であった。東
京には働く人びとだけでなく、消費者も流出していた。このキャッチフレー
ズにはそれにストップをかけ、消費者を横浜市内にとどまらせようとする
自立化への強い思いが根底にあった。
　もっとも、自立化とはいうものの、そごうは横浜の「地元企業」ではな
く、外部からの「誘致企業」、「進出企業」であったことは、横浜産業学の
特徴を理解するうえで重要である。また、そごうの横浜進出は川崎市など
の神奈川県内や東京からも消費者を吸引しようとした意味では、東京首都
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圏内における相互作用を推進させ、広域的な一体化にも役立ってきた。
　もうひとつ考えておきたいのは、21世紀に入って東京南部（品川、大
崎など）における企業を中心とした地域開発が進むなかで、「品川の壁」
という言葉が使われたことがある。それは東京と横浜との間に一体化とは
異なるミゾがあるという現実である。
　また、観光業でインバウンド政策が推進されるなかで、外国人来訪者が
顕著に増加している。ここで問題なのは、東京への来訪者が横浜へ足をの
ばしてどれほど訪れているかということである。ここにも大きなギャップ
が確実にある。
（２）横浜のグローバル性――再生は可能か――
　つぎに考えなければならないのは、横浜のグローバル性に関するもので
ある。国際港都として出発した「ミナト・ヨコハマ」は、時代が海（海運）
から空（空運）に移ることで、そのポジションを大きく変えてきた。
　ミナト・ヨコハマは、まさしくわが国の世界への窓口であり、ヒト（人
流）だけでなく、モノの輸出入（物流）や情報などの受発信の国際的なセ
ンターであった。しかし、第二次世界大戦後の航空業の飛躍的な発展によ
り成田などの国際空港が登場して、国際港都としての性格は一変してしま
う。横浜は国際物流の機能のみを担い、輸出入だけのプラットホームになっ
てしまったのである。このような推移のなかで、横浜にも空港誘致の動き
が一時みられたが、実現することはなかった。
　要するに、横浜はかつてもっていたグローバル性というアイデンティ
ティを失うが、これをどのようにして再生させるのかという課題がつきつ
けられている。その意味では、近接する羽田空港の国際化はこの再生に役
立つ要因になり得るし、実際のところ役立つようにしなければならない。
そして、羽田の国際空港化を東京と横浜の格差拡大ではなく、格差是正に
していく必要がある。羽田は、コンベンション機能やMICE機能が充実し
ているMM21地区に近く、再生への可能性は十分期待できる。
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　また、2017年10月にMM21への客船ターミナル整備の事業が決定した
ことも再生に役立つことになろう。MM21の新港地区にCIQ（税関・出入
国審査・検疫）施設、宿泊サービス施設、商業施設からなる「新港地区客
船ターミナル」が整備され、“YOKOHAMA Pier 9”という企業グループが
この整備と運営を担当することになった。
　この企業グループは㈱横浜岡田屋を代表に、㈱小此木、藤木企業㈱、川
本工業㈱などが主な構成企業である。つまり、これは横浜の「地元企業」
を中心にしたコンソーシアムであり、2019年春に完成・供用される予定に
なっている。「ヨコハマ　ウミエキ」が開発のコンセプトであり、国内外か
らの大型客船の受け入れに対応できるCIQ施設をもつ客船ターミナルと、
高品質なホテル、食をテーマにした商業施設を併設する計画になっている。
　観光立国を目指してインバウンド政策が推進され、外国人来訪者が急増
し、東京オリンピック・パラリンピックが開催されるという環境のなかで、
「ヨコハマ　ウミエキ」はタイムリーであり、「ミナト・ヨコハマ」の再生
のための強い支えとなることが期待される。しかし、それが国際性の再生
にまでつながるかについては、供用後の推移を注視しなければならない。
　ミナト・ヨコハマのグローバル性は、海の時代から空の時代に移ること
で低下した。そして、いま述べた２つの動きが再生を可能にするよう期待
されるが、もうひとつ考えなければならないのは、すでに述べたベッドタ
ウン化や住宅都市化による都市のイメージの変化であり、「丘のマチ」に
変容したことである。この丘の地域の国際性はどのように考えればよいの
であろうか。近い将来を含めた現状では横浜には異質な２つの要素が混在
している。
　たしかに、大都市は多様な特徴をもち、いろいろな顔を見せており、こ
れが都市としての「統一的なアイデンティティ」をつくることをむずかし
くしている。しかし、グローバル性の再生を標ぼうするのであれば、ミナ
トだけでなく、丘の地域をどのようにすべきであるのか。これは別の機会
に議論したいが、今回はミナトの再生だけをとりあげている。
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（３）誘致企業中心のMM21開発の効果と問題
　MM21開発の理由のひとつについては、昼夜間人口の差を埋める「雇用
創出の場」として考えられたとすでに述べた。バブル経済の崩壊後のわが
国の企業・産業活動の不振が続くなどの環境のもとで、開発は必ずしも順
調に推移したとはいえない。
　しかし、開発がスタートして約35年が経過した現在、建設予定を含め
てその全体的な姿を見せている。当初考えていたよりも時間を要したが、
きびしい環境条件のなかでいえば、空白街区が減少してほぼ完成に近づい
てきたのかという思いが、開発事業者の選定に少しだけかかわった筆者に
はある。
　現在のMM21地区には、おおざっぱにいって約1,900社の企業が進出し
て活動し、約10万人を超える雇用を創出してきている。当初計画した就
業人口から見ると約半分を超えた水準であるが、業務都市としての機能を
発揮しつつある。
　すでに活動している日産本社、富士ゼロックスのほか、資生堂、アップ
ル、LG電子、京急本社などが進出することになっており、国内のグロー
バル企業や外資系企業による研究開発機能の強化を図ろうとする動きが顕
著に見られる。そして、大学では、神奈川大学が新キャンパスをつくるこ
とが予定されている。
　また、この地区ではコンベンション機能やMICE機能を強化しようとし
ている。パシフィコ横浜の稼働率は高く、需要に応えられなくなっており、
増設が求められてきたが、その隣接地に5,000人規模のパーティが可能な
「横浜みなとみらいコンベンションセンター」（通称、パシフィコ横浜ノー
ス）が2020年春にオープンする。もっとも、この増設によっても需要の
増加に応えられない事態が予想されている。
　そして、筆者は地元経営者などによる「多目的ドーム構想」には大きな
期待を寄せていたが、残念ながら実現の道を歩むことはできなかった。し
かし、これにかわって２万人規模の集客が可能なアリーナなどが建設され
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ることが決定され、音楽を中心としたアートイベントの拠点づくりが行わ
れようとしている。
　いまではMM21地区には年間約8,000万人の来街者があるというから、
業務都市だけでなく横浜や神奈川県を代表する「観光ゾーン」にもなって
いる。MM21の開発事業者の選定にあたっては、にぎわいの創出を求めら
れることが多く、結果的には大型の商業・サービス施設の集積が見られて
きた。
　さらに、MM21地区のほかの主要駅がある市内の拠点地区には、同じよ
うな施設が集積してきたために、全体的に見ると横浜市内では“オーバ ・ー
ストア的な状況”がつくりだされ、これによって地元の商店街や横浜を代
表する商店街にもマイナスの影響を及ぼしている。
　なお、MM21開発にはこの地区を介して、明治以降発展を遂げてきた関内・
伊勢佐木町地区と第二次世界大戦後に発展をみた横浜駅周辺を結びつけて
一体的に開発し、きわめて大きな都心部をつくるという目標が掲げられてい
たが、意に反して横浜のもっとも古い市街地ともいうべき関内・伊勢佐木町
地区の衰退をもたらしてきた。２年後の現市役所の移転もこれに拍車をかけ
ることが予想されており、それへの対応が求められている。
　横浜では新しいものが観光の対象になるという傾向が強く、新しいゾーン
や施設ができると、それまで関心の対象であったものが忘れ去られるという
「新陳代謝」が行なわれているのかもしれない。これは都市としての歴史が
浅い横浜には歴史的な遺産というべきものが少なく、むしろ開港以来その時
その時の新しいものに対する期待のほうが強いからではないかと考える。
（４）内発型の企業・産業育成の脆弱性
　MM21は、巨額な資金を要する大規模開発であり、中小規模の地元企業
には対応できにくいことは当初から明らかである。したがって、開発事業
者のほとんどは、東京に本社を置く大企業やそのジョイントベンチャ （ー共
同企業体）であった。
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　前述したように、国内の大企業や外資系企業による研究開発機能の強化
が図られ、横浜の今後の戦略的産業として育成が推進され、それへの期待
は大きい。しかし、これでは誘致企業依存の開発であり、地元企業による
内発型の企業・産業育成とはいえない。
　この状況は内発型の企業・産業育成が脆弱であることを示しているが、
それこそが東京に近接した横浜産業学の重要な特徴である。その意味では、
大きな期待がかけられた地元経営者などによる「多目的ドーム構想」は実
現できなかったとはいえ、「新港地区客船ターミナル」が地元の有力企業
のグループによって開発されることは、久しぶりの快挙であり、地元企業
の底力が見せつけてくれたと考えている。また、ファンケル、富士ソフト、
サカタのタネ、ツクイなどの、横浜の地で革新性を発揮して自立的に成長
し、全国的にも知られるようになった企業も少なくない。
　横浜市は、MM21などの臨海部開発とともに、地元の中小企業・小規模
企業を対象にした広範な産業政策を展開してきている。しかし、他の自治
体でも同様であるが、中小企業・小規模企業政策で目を見張るような成果
をあげることはむずかしい。限られた資源を有効に使う「選択と集中」の
戦略をとると不公平になってしまうため、行政はどうしても総花的な政策
をとらざるをえない。
　また、政策の実現にかかわる助成金などの支援は現状では長くても３年
ぐらいが限度であり、長期的なものではなく、支援が終わると活動が継続
しないことが多い。そして、金銭的な支援は企業の行政依存を高めるだけ
であって、「自立的な志向性」を弱めてしまうマイナスをもっている。
　企業の経営は、規模は小さくても自立と競争のうえに成り立っている。し
たがって、助成金などの金銭的な支援の方法については、工夫と配慮が必要
である。既存の中小企業・小規模企業への国を含めた行政の支援はたしかに
必要であるが、その内容と方法については抜本的に再考すべき時期がきてい
る。そして、横浜市はこの点でリーダーシップを発揮してほしい。現に実施
されている各種の表彰・認証制度などにも、その一端を見ることができる。
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　横浜では革新性のある企業やIT系企業の起業と集積が推進されており、
横浜の今後の戦略的産業になることが期待されている。ここには大きなビ
ジネス・チャンスが無限に広がっており、「起業家のマチ」横浜の可能性
がある。そのために、起業支援の政策によって内発型の起業と産業育成を
促進し、横浜産業の活性化をいっそう推進する必要がある。
　また、横浜にはCSR（企業の社会的責任）を実践している「健全な中小
企業・小規模企業」が多く活動している。横浜型地域貢献企業の認定制度
は発足して10年であるが、その間に認定されたのは中小企業・小規模企
業が多く、全体で約460社に及んでいる。これは、企業業績が良好である
とともに、CSRを実践している企業が多数存在していることを示している。
　これらの企業は、それなりの市場規模や顧客をもち、業績の面で健全な
経営を行っているだけでなく、地域貢献を展開している。そして、経営者
は健全な市民としての意識や行動の持ち主であり、育ちの良さを感じさせ
る。かれらは「身のたけの成長主義者」であり、無理をしてまで利益を追
求して、なにがなんでも企業を成長させなければならないとは考えず、「非
成長志向」の傾向をもっている。このような企業の存在は、横浜の産業の
発展だけでなく、社会の安定・安心にも貢献することになろう。
　なお、横浜型地域貢献企業のなかには、地域貢献を含む新たな経営を模
索し実践している企業も多い。この新しい経営は異業種交流やネットワー
ク化、人的資源への配慮など、これからの経営に必要な要素を含んでおり、
横浜産業の発展や横浜の自立化に貢献していくであろう。
　このようにみてくると、横浜には「エクセレント（優秀）な中小企業・
小規模企業」が存在していることがわかる。横浜では、大学進学だけでな
く就職における「東京志向」が強く、ヒューマン・リソースが地元に残ら
ないという傾向が見られてきたが、「地元回帰」への転換も可能であるし、
必要でもある。そして、市内の大学は地元企業への人材供給に努め、それ
が長期的には内発型の企業・産業の育成にもつながることになる。
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（５）重視されるべきアーバン・ライフ支援型産業
　現状認識においてもうひとつ考えておきたいのは、アーバン・ライフ（都
市型生活）を支援するような企業・産業を育成するという視点であり、こ
れを担う産業も、これからの横浜にとって戦略的産業になる。
　人口で東京につぐ第２位の都市になった横浜は、高齢者人口の多い住宅
都市であり、市民生活の充実に役立つ企業・産業を必要としている。戦災
にくわえて第二次世界大戦後アメリカ軍に接収されたために横浜の復興は
遅れたが、接収解除後あまり時間をおかずに東京であふれた人びとが横浜
に流入し、人口が急速に増加することになる。問題は急増した人口に対応
した都市インフラが絶対的に不足し、その整備が追いつかなかったことで
ある。その結果として、病院・学校・文化・スポーツなどの施設、上下水
道や道路・交通網、駅周辺の整備や開発は遅れざるをえなかったのである。
　横浜市民の意識調査では市民の定住意識はかなり高い。しかし、都市イ
ンフラの整備に対する満足度には疑問がある。筆者自身一市民として直接
感じるだけでなく、横浜市の委員会に関与するなかでも、いろいろ考えさ
せられるものがあった。
　たとえば、環境創造局関連で、迅速な整備が進められていた下水道の経
営と会計はきわめてきびしいものであった。当時市長であった細郷道一が、
自分の貢献は市民の目には見えない下水道整備にあったという話を聞いた
ことがあるが、市域には地理的に高低差が大きいというネックがあるうえ
に、人口急増への対応が急務でもあったので、整備がむずかしかった。
　また、市民局関連の文化施設でみると、図書館は１区１館を実現するこ
とはできたが、それだけでは不足は明らかである。そして、区民文化セン
ターについても18区すべての設置が目標であるが、現実にはむずかしい。
　個人市民税への依存度が高く、法人税収入のウエートの低い横浜市の財
政では、人口の急増のみならず、近年の細分化・高度化した市民のニーズ
に応えることは困難であった。このような状況では行政だけに依存するこ
とは明らかに無理がある。市長であった中田宏が力説した「市民力が大切
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である」という主張は当然のことであった。
　さらに、現在では市民だけでなく、企業もそしてNPOや社会起業家にも
市民生活の改善・充実にかかわることが求められるようになっている。別
のいい方をすると、企業や社会起業家にとって、人口第２位の横浜はアー
バン・ライフの充実に関連するビジネスをきわめて多様なかたちで展開で
きる絶好のチャンスの場なのである。
　要するに、横浜におけるアーバン・ライフ支援型産業には、細分化・高
度化した市民のニーズをしっかりとらえるならば、無限のビジネス・チャ
ンスがある。そして、「地産地消」に徹して前述した「非成長志向」をも
つならば、新たな横浜型地域貢献企業になることができる。
４．産業学における「京都」と「横浜」
　さて、龍谷大学で行われたシンポジウムに戻ってみよう。筆者は京都産
業学については専門外なので、基調講演を行った岡田知弘の報告を参考に
する。
（１）岡田による「京都産業学」の主な特徴
　地域経済学者の岡田には編著『京都経済の探求』（2006、高菅出版）な
ど多くの成果があるが、京都産業の外形的特徴（産業構造、従業員規模別
構成、工業構造の変化など）を明らかにしたうえで、おおむね以下の内的
特徴を示している。
①　平安京以来の首都・公家、寺院本山の集積による奢侈品をはじめ
とする工業製品や農林物の生産・流通機能が継承されてきた。
京都は近世末期には国内最大の工業都市であった。
② 首都が東京に移ったあと、明治期において京都府（市）によっ
て積極的な産業支援策が展開された。具体的には、舎密局の設
置と琵琶湖疏水事業の展開が行われ、各種勧業・試験研究機関
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とのコラボによる伝統産業の技術革新が試みられた。代表的な
ものとして、清水焼の技術がセラミックの電子部品を生み出し
た、などがある。
③ 産業横断的な独自の取引網・流通網によって京野菜、絹織物、
神社仏閣、祇園、大学、病院などの分野において産業複合体が
形成され、技術革新の契機になるとともに、多様な取引関係は
地域産業を結合してきた。
④ 地域金融機関（京都銀行、京都中央信用金庫、京都信用金庫と
その前身）との間にも強い連関が形成されてきた。
⑤ ヒューマン・リソースつまり労働力については、第二次世界大
戦以前から外国人労働者を導入してきた。
⑥ 大学や学生数が多く、技術、ヒューマン・リソース、市場など
の面で大学との関係が強い。
⑦ 老舗企業が多く、全国の明治維新前創業企業の１割弱は京都府
内にある。
⑧ 本社を京都市内に置き続ける企業が多く、その数は雇用の８割
を占めており、他の政令指定都市の多くに見られる「支店経済」
ではない。
　以上のことから、いうまでもないが京都は日本の先駆的な工業都市、モ
ノづくり都市であり、産業都市としての長い歴史をもち、東京に首都が移っ
た後も産業支援策によって発展を遂げてきたことがわかる。また、地域内
の金融機関や大学を含む産業間の関係も密接であり、そのような関係性の
なかから「革新性」も生みだされてきた。
　これは別のいい方をすると、京都産業が「自立的な性格」をもってきた
ことを示している。そして、老舗企業が多い、本社のウエートが高いこと
も、この自立化を特徴づけている。
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（２）筆者の報告における京都産業学のイメージ
　筆者がシンポジウムで主張した京都産業学とは、おおむね以下のもので
ある。京都産業学は「歴史性」と「革新性」の２つの並存を軸にしている
ことである。前者については、日本の伝統文化による支配と伝統産業や老
舗企業の多さ、後者は京セラ、オムロン、日本電産、ローム、島津製作所、
堀場製作所、任天堂、ワコール、日本新薬などといった研究開発企業やベ
ンチャー企業の存在でとらえようとした。
　この二律背反的な歴史性と革新性を見ると、そこには、“モノづくり”
が息づいているというイメージがあるとともに、この２つが日本を代表す
るという意味での「グローバル性」をもっているとした。
　もっとも、歴史性については、それが長期的に存続するために、そのと
きどきに革新性を取り入れて環境に適応してきたと考えるべきである。つ
まり、歴史性とは、継承性の意味ではあるが、単なる連続性ではなく、創
造性を有した変化の過程でもある。要するに、長く継続するには、その過
程に創造的なものがなければならないからである。
　筆者の京都産業学の第二のイメージは、京都の産業が「地域としての自
立性」をもっていることである。それは京都が企業誘致よりも地域内で企
業・産業を育てるという内発型の産業育成を行ってきたことを意味してお
り、革新性の事例として列挙した企業群は、いわゆる「京都企業」の代表
である。そして、このイメージの妥当性については、前述した岡田の内的
特徴によっても認められる。
　地域としての自立性は、歴史性と革新性といった二律背反的な要素を並
存させてきた京都産業学の特徴であり、「強み」でもある。そして、この
強みからもうひとつのイメージが考えられる。
　現在、わが国では“地方”ないしは“ふるさと”といわれる“農山漁村
地域”の衰退が進展し、その再生と活性化が求められている。かつては主
に東京などの都市地域にある企業を誘致することによって再生を図ろうと
してきたが、必ずしも成功してきたとはいえない。これにかわって台頭し
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てきたのが、京都で行われてきた地域資源を活用した特産品、ブランド品
づくりによる「自立的な志向性」である。誘致政策がすべて否定されるわ
けではないが、この自立的な志向性への転換は明らかに見られる。
　農山漁村地域には、このような京都企業・産業と、それを支える「京都
モデル」が有益に作用するのではないかと考えられる。たとえば、県庁所
在地がある地方の中核都市は、東京を模倣して「リトル東京」の観を呈し
てきたが、モデルとすべきは東京ではなく、京都である。
　全国には「小京都」といわれる地域がある。それはおおむね京都がもつ
歴史性を重視したものであり、とくに史跡や町並みなどの歴史的文化遺産
にスポットをあてている。これに対して、地方の中核都市にはこのような
歴史的な文化遺産もあるが、行政機能、大学などの研究教育機関、地場産
業などの各種の集積があり、革新性の要素を内包しており、自立性への道
を進める可能性を多く有している。そして、このような中核都市が周辺地
域を巻き込んでいくならば、地域の再生は確実に可能になると考える。
　以上が、筆者の京都産業学に対するイメージであり、京都モデルにこそ
地方再生の可能性を感じている。
（３）「京都」と比較した「横浜」
　それでは、横浜産業学にはどのような特徴があるかをとくに（２）で提
示した「歴史性」、「革新性」、「グローバル性」、「地域としての自立性」な
どをめぐって吟味していこう。
　このうち「グローバル性」については３.でも述べた。横浜は明治維新
後世界に開かれた日本の窓口であり、京都とは違った意味でのグローバル
性をもっていたが、その性格を低下させて再生が試みられていることを明
らかにした。
　「歴史性」については、いうまでもなく1,000年を超える京都に対して横
浜は160年ほどの歴史しかない。京都は長い間わが国の中心であり続け、
一寒村であった横浜は急造の国際港都である。
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　別のいい方をすると、両都市はわが国の大都市のなかで「最古」と「最
新」という比較で表現することができる。つまり「長期」と「短期」がそ
れぞれを特徴づけている。そして、このような歴史性におけるギャップが
歴史的遺産の質量にも当然のことながら反映している。
　さて、歴史が短く、遺産の少ない横浜であるが、短期とはいえその歴史
はきわめて「ダイナミックな変化」のなかで推移してきている。横浜はわ
が国の輸出入つまり国際貿易のプラットホームとなってきたが、産業構造
の変化や市場の状況などに対応して取り扱う製品・原材料の品目と総額を
大きく変化させてきている。明治期にあっては輸出の中心はよく知られて
いるように生糸やお茶、絹織物などであったが、現在ではそれらのウエー
トはほとんどなく、取り扱い品目はまったく違ったものに変わっている。
　また、横浜は、国際貿易のプラットホームとして出発したが、明治の末
期から大正期にかけて神奈川区・鶴見区などを中心に臨海部に工業ゾーン
が形成され、“モノづくり”が行われて京浜工業地帯の一翼を担うように
もなる。
　周知のように、1935（昭和10）年前後になると、戦時対応の工業が発展し、
第二次世界大戦の敗戦後には平和産業（食料品、医薬品、肥料）が台頭し、
その後は機械・金属・化学などの重化学工業化が進展する。しかし、その
後の経済のグローバル化の進展のなかで、工業ゾーンに立地していた大企
業群の撤退が続き、いわゆる産業の“空洞化”現象が発生している。
　このように、横浜の工業ゾーンは、きわめてダイナミックな変化に見舞
われてきた。第一次世界大戦後の不況、昭和恐慌などといった経済環境の
悪化に加えて、関東大震災、第二次世界大戦の戦災、アメリカ軍の接収、
前述のグローバル化の進展などによって、横浜の企業・産業は大きなダメー
ジを受けている。
　要するに、短期の歴史しかもたないが、横浜は外部環境のきびしい変化
のもとで産業の興亡は激しく、明治期から続くような「長寿企業」は多く
ない。そして、現在の地元企業の経営者には、海外のビジネスパーソンと
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対等に取引した明治期のきわめてモーレツな「ヨコハマ商人」の姿を見る
ことはできない。
　さらにいえば、横浜は地方の中核都市ともことなり、城下町や門前町で
もない。そのため、伝統産業や伝統工芸品は、明治維新後の横浜柴山漆器
や宮川香山のハマ焼きなどの、ごく一部を除けばほとんどない。そしてこ
の点で、京都との違いは決定的である。
　このように見てくると、横浜の歴史性は、短期というほかに産業面での
連続性や継承性が感じられるものも少ない。環境のダイナミックな変化が
連続性や継承性を許さなかったのである。
　つぎに「革新性」では、横浜は国際貿易とともに西洋文明を導入するプ
ラットホームになることで「先進性」や「先駆性」を示していた。この先
進性の別名は、これまでにない新しさが存在するという意味での革新性で
もある。
　いわゆる「ヨコハマはじめて物語」といわれ、西洋文明の受け入れによっ
てわが国で初めて見られた舶来（はくらい）品が横浜から全国へと伝わっ
ていったのである。そして、横浜がもっていた“ハイカラ”性の源泉はま
さにここにあり、それが横浜の魅力や「横浜らしさ」をつくりあげていた。
　もっとも、現在の横浜でこのようなハイカラ性はどのようになっている
であろうか。舶来品に対する強い信仰や信頼はまったくなくなったとはい
えないが、わが国自体の製品の品質・性能が国際的に評価されている現状
にあっては、舶来品やハイカラの意味はかつてと異なり、はるかに低下し
ている。くわえてインターネットの普及により“グローバル・ヴィレッジ
（地球村）”の時代になっている現在、世界中のモノや情報をだれもが容易
に入手できる時代になっている。
　ところで、横浜の観光ゾーンは、これまでは山手、元町、山下公園など
といった地区が中核であった。しかしながら、MM21の開発が進むにつれ
て、ここが新たな観光ゾーンとなり、いわゆる「新旧交替」が行われてい
る。MM21は、企業誘致だけでなく、コンベンション機能やMICE機能をもっ
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ているので、人を呼び込む力に明らかに差がでている。
　これに関連して、すでに３.の（３）でも述べたが、横浜では新しいも
のが関心の対象になるという傾向が強く、新しいゾーンや施設ができると
それに注目が集まり、これまで関心のマトになっていたものが忘れ去られ
るという「新陳代謝」が絶えず行われているように見える。歴史的遺産の
少ない横浜ではその時代その時代の新しいものに対する期待のほうが強
い。そこで、都市としての歴史は新しいものの追加によっていまなお盛ん
につくられる過程にあるといってよい。
　京都も都市としての発展を続けているが、1,000年の歴史をもつ都市で
あり、きわめて多くの歴史的遺産と確固たる都市イメージをもっている。
それに対して、横浜はいまもまさにそのような遺産をつくっている発展途
上の若い「ベンチャー都市」なのである。
　したがって、現在の時点でその最終形をイメージすることはできず、京
都のような都市イメージの形成にはかなりの時間を要するであろう。ス
タートとなった「ミナト・ヨコハマ」が都市としてどのようなパーソナリ
ティ（個性）を発揮して、どのような都市のアイデンティティとイメージ
をもつものに変わっていくのであろうか。
　さて、MM21を拠点にして国内の大企業や外資系企業が誘致され、研究
開発機能を強化する動きが見られている。これをみるかぎりでは革新性へ
の志向性は確実に存在しており、その点については評価できる。
　問題があるとすれば、地元企業による革新性の発揮やアーバン・ライフ
支援型産業の創造・進化である。この視点による行政から地元企業への支
援が必要であるとともに、ビジネス・チャンスの大きいアーバン・ライフ
支援型産業における先駆性や先進性の発揮に対して期待するところは大き
い。そこで、ビジネス・チャンスを生かす「起業家のマチ」にするための
いっそうの施策が求められる。
　最後の「自立性」つまり自立化への志向性については３.の（１）でも
述べたように、これは横浜にとって悩ましいテーマである。京都は自立性
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という意味では長い間日本の中心であったために、東京に首都が移ったあ
とも基本的に自立性を保持しているといえる。それに対して、横浜は東京
に依存・従属しながら発展してきており、現在も東京への依存性が強く、「ミ
ナト・ヨコハマ」として独自な特徴をもってはいるものの、地域としての
自立性は低いものになっている。つまり、自立性の京都に対して、横浜は
非自立性・依存性で特徴づけられる。
　現状でも、地元企業の地道な活動よりもMM21地区に誘致された大企業
のほうに関心が集まるため、横浜の自立性を肯定しにくい状況が継続して
いる。そして、それは「やっぱり横浜は東京の企業に頼らざるをえないの
か」というコメントにつながっている。その意味では、地元企業の活動を
分析・検討して正当に評価していくことも大切である。
　京都産業学のなかで、京都企業には「適正規模論」という考え方がある
ことを知った。これは過度に大きくなろうとは考えないエクセレント・カ
ンパニーのことであり、成長や規模の拡大を目ざす東京の大企業の行動と
は異なっている。それと同じように、横浜にも「非成長志向」をもって大
きくなることを最大の目標とせず、地域内で着実に健全経営を実施してい
る経営者が多く存在している。
　したがって、今後このような地元企業の研究が必要になるであろう。お
そらく地域としての自立性はこのような企業によって裏づけられるものと
思われる。それに関連して、利益などの企業業績をしっかり獲得し、それ
とともにCSRを実践している現在約460社ある「横浜型地域貢献企業」が
どこまで増えていくであろうか。これも横浜の自立化にかかわっている。
　なお、横浜が今後も企業誘致を重視するならば、横浜のこのモデルは、
企業誘致よりも地域資源を活用した特産品やブランド品づくりを展開して
いる農山漁村地域の再生や活性化には有効に作用しないことになる。この
点でも京都の自立化モデルとの違いは明らかである。そして、たとえ農山
漁村地域が企業誘致を大切にしたとしても、横浜がMM21で行ってきたも
のが農山漁村地域でうまくいく可能性は、きわめて低い。
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　当初計画していたより長い時間を要したMM21の開発もかなり完成の段
階に近づいてきており、誘致政策をどの時点まで継続できるかという新た
な問題も今後発生することであろう。
５．横浜産業学の視座
　以上、横浜産業学の主たる特徴を京都産業学を意識しつつ議論してきた。
これまでの議論にもとづきながら、横浜産業学を展望するための基本的な
考え方や枠組みを示す「視座」をまとめてみたい。
　龍谷大学のシンポジウムに参加するにあたって最初に感じたのは、横浜
を他の都市との比較で考えることがあまりなかった「視野の狭さ」である。
筆者はもともと経営学を研究しており、地域産業論が専門でなかったので、
関心はあくまでも横浜という都市にのみ集中しており、それを越えるもの
ではなかった。そして、唯一比較の対象とした「東京」は、横浜との関係
を考えるためだけのものであった。その点では京都の産業が視野に入るこ
とで、他の都市との比較の必要性を痛感せざるをえなかったのである。
　要するに、横浜産業学は地域産業論、都市産業論のなかで検討しなけれ
ばならない。そして、横浜産業学が「ヨコハマ（横浜）学」から分離・自
立する段階を経て、他の都市をも意識した研究にまで進化させる段階にき
ているのである。
　以下では、これまでの議論から引き出せる視座を提示していく。
（１）「ベンチャー都市」としての横浜
　京都との比較のなかで明らかにした横浜には、都市としての歴史が浅く、
歴史的遺産が少ない、現在もつくりつつある発展途上の若い「ベンチャー
都市」であるという認識が大切である。明治維新以前の遺産が少ないこと
は、京都だけでなく、地方の中核都市との決定的な違いでもある。
　シンポジウムで多少筆者は気おくれというか、なんともいえない気分に
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陥っていた。それは、京都が歴史性とともに内発型の革新性を備えた都市
であることに対する羨望――別のいい方をすると、京都に対する「劣等感」
といった感情――が自分の頭を支配していたからである。正直いって、こ
の感情はいかんともしがたいことであった。そして、同時に自分がやや横
浜に入れ込みすぎているのだという思いにもなった。
　しかし、このような劣等的な感情をもつ必要はない。横浜は明治以降国
際港都として「ミナト・ヨコハマ」で出発した、いってみれば急造の開発
都市であったことを認めなければならない。そして、伝統やしがらみをも
たない「短期性」がまさに横浜の前提であり、特徴なのである。
　しかし、この短期性という内実が問題である。時代が海から空に転換さ
れて「ミナト・ヨコハマ」は単なる国際物流のプラットホームになり、か
つてもっていたそれ以上の多様なミナトの機能を失ってしまった。
　その一方で、横浜の郊外部は東京のベッドタウン・住宅都市になって「丘
のマチ」としても発展する。これにより、ミナトだけでなく、丘が横浜を
特徴づけることになった。後始末で世上を騒がせた「開港150年」のイベ
ントがミナトと丘の２つの地域をメイン会場にしていたことは、これを示
している。明らかに、「ミナト・ヨコハマ」は変質してしまったのである。
　この短期性を産業の面でみると、環境のダイナミックな変化のなかでの
興亡が激しく、連続性や継承性を維持することができなかった。すでに述
べたが、第一次世界大戦後の不況、昭和恐慌、関東大震災、第二次世界大
戦の戦災、アメリカ軍の接収、その後の経済のグローバル化の進展による
産業の“空洞化”などの環境要因は、この連続性や継承性を許さなかった。
　横浜はいままさに創造し変化を続ける「ベンチャー都市」であると見る
のが妥当である。今後、都市としてどのようなパーソナリティをもち、ど
のようなアイデンティティとイメージをつくりあげていくのであろうか。
　もっとも、都市は多様な顔とさまざまなパーソナリティをもっているの
で、「統一的なアイデンティティ」、つまりかつての「ミナト・ヨコハマ」
のような単一でわかりやすい表現のキャッチフレーズをつくりあげるのが
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むずかしいことも理解する必要がある。そして、横浜というベンチャー都
市は当分の間アイデンティティづくりに苦労しなければならない。
（２）「グローバル都市」横浜の知名度と市民の支持
　「ミナト・ヨコハマ」のグローバル性については、３.の（２）でも述べ
たように低下しているが、いま述べたアイデンティティとの関連で再度こ
の問題を考えてみる必要がある。すでに３.の（２）で取りあげた客船ター
ミナルの整備や羽田空港の国際化は、とくにコンベンション機能やMICE
機能が強化されたMM21地区に貢献し、それはグローバル都市・横浜の形
成に役立つと思われる。
　また、日産スタジアムや横浜アリーナなどは国際的なスポーツ・イベン
トにより多く利用されることになろう。さらに、明治期の歴史的建造物や
中華街、元町、野毛などといった魅力的な商店街、ズーラシアや八景島な
ど、外国人を迎え入れる施設やゾーンにはこと欠かない。
　人を呼び込む資源が蓄積されているという意味では、横浜のグローバル
性の再生は可能であろう。問題があるとすれば、国際的な知名度がどのく
らいあるかということであり、もうひとつは横浜市民がこのようなアイデ
ンティティを認めていけるかどうかである。
　横浜は、日本の代表的な都市として国際的にはどのくらい知られている
のであろうか。外国人観光客のための「ゴールデン・ルート」のなかには
残念ながら入っていない。そして、急増する外国人の宿泊数については横
浜と神奈川県は東京、大阪、北海道、京都、沖縄県との差が大きく、千葉
県、福岡県、愛知県よりも少ない。また、外国人の来訪者の関心は現在徐々
に都市よりもかつての日本を残している地方に集中し始めている。
　このような状況でいえるのは、横浜の国際的な知名度はあまり高くなく、
情報の発信力も弱いということである。そして、これが事実であるとすれ
ば、対策を講じなければならない。
　もうひとつの問題は、このようなかたちで人を呼び込むことを市民が支
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持するかどうかということである。グローバル都市・横浜の形成にはこれ
とは別の方途もありえるとすれば、この方法の賛否が大切になる。市民の
支持が多ければこれを推進するが、他の方法のほうが有効であるならばそ
れも当然考えることになる。
　なお、市民の支持を得るには、MM21など特定の地域で行われているが、
市民のための市内観光を広範に推進することも大切になる。市民みずから
がこれらの施設やゾーンを見て歩き、その評価が高ければ支持は高まるこ
とになる。つまり、市民による“地消”というべきものが必要なのである。
（３）手っ取り早さと着実さ――産業支援のあり方
　横浜の産業支援を考える場合に２つの方法――手っ取り早い方法と着実
な方法――があり、この２つの併用とバランスをいかにとっていくかが重
要になる。前者は３.の（３）でも述べたMM21開発でとられてきた企業
誘致である。進出のためのコストが高いというデメリットはあるが、東京
に近接していることと、横浜や神奈川県の市場規模が大きいことは企業の
立地・進出を決定する際のインセンティブになる。
　「支店経済である」、「地域としての自立性を欠いている」などの批判的
なコメントも多いが、国内の大企業や外資系企業の誘致はメリットが大き
い。本社でなくても研究開発機能の集積があればその効果や大きい。その
意味で企業誘致は横浜にとって手っ取り早い産業支援策である。
　もうひとつは３.の（４）の企業・産業育成の脆弱性を脱却させるため
の内発的な支援であり、これも着実に展開していくことが求められる。そ
れは既存の地元企業への支援と「起業家のマチ」横浜の実現を目指して、
起業家人材の発掘と育成を援助することである。
　そのためには、横浜のヒューマン・リソースにおける「東京志向」を「地
元回帰」に転換させる必要がある。市内の大学は地元企業への人材供給と
起業家の育成にこれまで以上に注力しなければならない。
　そして、２つの支援策のバランスのとれた併用が必要であり、横浜市が
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行っている産業政策にはこの２つの要素が含まれていると考える。そして、
一方だけに偏ることができないのが現在の姿であろう。
（４）アーバン・ライフ支援型産業への女性の関与
　３.の（５）において、横浜には市民の日常生活の改善・充実にかかわ
るアーバン・ライフ支援型産業の育成を推進する必要があると述べた。人
口の急増とともに細分化・高度化する市民のニーズに行政だけでは対応で
きないことは明白である。そうであるならば、横浜は企業、NPOさらには
社会起業家などがアーバン・ライフ関連のビジネスを展開できる絶好の場
になる可能性がある。そして、横浜市も「コミュニティ・ビジネス」や「ソー
シャル・エンタープライズ」の推進や地域づくりプロジェクトへの市民の
参加を支援している。
　このようなアーバン・ライフ支援型産業の育成・発展にむけては、生活
に関連して豊富な知恵をもち、日常のなかで不満を感じることの多い女性
を中心に、高齢者、障がい者、学生などの関与が強く期待されており、現
にそのような動きが見られる。とくに女性が活躍できる分野は大きいであ
ろう。
　かつて横浜の女性の就業率の低さが話題になったことがある。その理由
として２つのことが考えられた。ひとつは、横浜の労働市場が小さく、女
性が取り組みたい仕事が少ないこと、もうひとつは横浜の男性は所得が相
対的に高いので、女性は働く必要がないというものである。
　どちらの理由にせよ女性が働く比率が低かったが、状況は変わってきて
おり、女性は市民の日常生活の改善や充実にかかわるビジネスを多様なか
たちで展開できるのである。男女共同参画センター横浜で行われた「手作
りマルシェ」などを見学してみると、多くの女性が日々の生活を豊かにす
るモノづくりを行ったり、それをビジネスにしようとしていることがわか
る。そこには男性では考えられない感性やアイデアと、それを具体化する
実行力が確実にある。
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　なお、横浜はヒューマン・リソースが豊かな「人材充満都市」でもあり、
すべての市民が自分の専門や経験・能力などを活かしてアーバン・ライフ
支援型産業で起業できるのではないかと考えている。
（５）自立化論の棚あげを！
　３.の（１）で述べたように、横浜が東京との関係をどのように考える
かは大きなテーマである。この関係性については依存か、自立化か、それ
とも一体化かというかたちで議論した。そして、４.の（３）では、京都
の自立性に比べると、横浜は非自立性・依存性で特徴づけられるとした。
　しかし、この問題はしばらく棚上げにして、これ以上議論をしないほう
がいいのではなかろうか。たしかに、メディアで大きく取りあげられる
MM21の企業誘致などには東京依存をいやおうなく感じてしまう。しかし、
横浜型地域貢献企業などで、地味ではあるが地元企業の自立化への志向性
が指摘できる。
　この事例だけでは現象面にとらわれた主観的な印象であると批判されて
も仕方がないが、現在の横浜はこのような「依存と自立の二面性」をもち
始めていると見るべきである。そして、このアンビバレンス（矛盾する要
素の併存）が、横浜産業学をとらえるためのひとつの視座になる。
　横浜は東京に依存するかたちでスタートしているが、当初は「ミナト・
ヨコハマ」ということで、独自の役割を果たしていた。現在ではこの役割
は低下しているが、都市の規模を拡大・成長させる過程で都市としての
「パーソナリティ」をつくり変化させてきている。
　東京との関係を意識することは無意味になっているかもしれない。した
がって、京都と同様に、東京に対しても気おくれ感や劣等感といった感情
をもつ必要はない。そして、このような観点に立つならば、自立化論は棚
あげにするというよりもむしろ無意味な議論であるとすべきであろうとも
考える。
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６．おわりに
　京都産業学シンポジウムに参加することにより横浜産業学を再考する機
会を得た。主な議論が京都との比較を意識した総括的なものであったため
に、特定の産業などに関心を集中させたり、統計的なデータを用いた検討
になっていない。
　経営学を研究しつつ、他方で横浜学や横浜産業学に関心をもち始めて約
30年たったが、その間の私見をまとめたのが本小稿である。横浜という
地域は教材になるだけでなく、研究の素材としてもきわめて興味深いこと
であると久しぶりに感じている。
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